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研究成果の概要（和文）：①世論調査において用いられるような一般的な質問で犯罪についての意見を尋ねた。
これについては、回答者の政治的態度、性別、年齢、居住地域、学歴等によって、その回答に一定の傾向はみら
れない、権威主義的傾向が高い人ほど厳罰化傾向が高い、権威主義的傾向が高い人ほど裁判所を信頼していない
等の成果が得られた。②事例を示すなどして、より具体的なかたちで犯罪への対応を尋ねた。これについては、
情報量が増えるにしたがって、実刑を選択した者の割合は減少した。したがって、「対象となる犯罪についての
情報が増えることで／犯罪者との距離が縮まることで、犯罪・犯罪者に対して用いたいとする刑罰量は減少」す
るといえる。

研究成果の概要（英文）：First, we asked respondents (1) their opinions about crime using general 
questions such as those used in public opinion polls. The results showed that there was no certain 
trend in the responses depending on the respondents' political attitudes, gender, age, residential 
area, educational background, etc., that people with higher authoritarian tendencies tended to be 
more severely punished, and that people with higher authoritarian tendencies did not trust the 
courts. (2) The respondents were asked about their responses to crime in a more concrete form by 
showing examples. In this regard, the proportion of those who chose prison sentences decreased as 
the amount of information increased. Therefore, it can be said that "the amount of punishment that 
one is willing to use for a crime/offender decreases as the amount of information about the target 
crime increases/as the distance between the offender and the target crime increases".

研究分野： 刑法

キーワード： 法意識　刑罰政策　量刑　処罰感情　熟議民主主義
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、刑罰に関する国民の意識を高い解像度で明らかにした。すなわち、国民は厳罰化を求めていると言
われるが、直感的な質問を用いたアンケート調査ではそのような結果が出る場合があるものの、刑罰に対する知
識・情報量や、犯罪者・被告人についての知識・情報量を増やした上で、熟慮の上判断してもらうと、異なる結
果が得られるのである。すなわち、犯罪者に対して厳しい刑罰で対応するのではなく、緩やかな刑罰を用いたい
という結果が得られることがわかったのである。刑罰政策を決定するにあたっては、このような事実をもとにし
て行うことが期待されるであろう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究（刑罰政策における公衆の意識構造についての実証的研究：「民意」をどのようにつか

まえるべきか）の着想に至った経緯としてその中心を占めるのは、科学研究費基盤研究（Ｂ）（研
究代表者：松澤伸）「刑罰に関する法意識の実証的研究：法感情と法理性という新たな分析枠組
みに基づいて」（2016〜2018 年度）（以下「松澤基盤研究（Ｂ）2016」と表記）であった。 
「松澤基盤研究（Ｂ）2016」では、「対象となる犯罪についての情報が増えれば／犯罪者との

距離が縮まれば、その犯罪・犯罪者に対して用いたいとする刑罰量は減少する」という成果が得
られたが、それを証明するデータが少なく、さらにこれを修正した上で再度実施し、より解像度
の高いデータを得る必要があった。 
また、なぜそのような結果が得られるのか、その理由については明らかではなかったため、こ

れを検討することが求められていた。その際に中心となるのがフォーカス・グループ調査である
が、これについてはすでに「松澤基盤研究（Ｂ）2016」で実施していたので、これを再度実施す
ることとした。 
なお、「松澤基盤研究（Ｂ）2016」では、その成果を公表するべく、最終年度の７月にシンポ

ジウム「刑罰政策に関する公衆の法意識：人々は刑罰をどのように使いたいと考えているのか」
を早稲田大学で開催したのであるが、こうした経緯から得たフィードバックも、十分に反映させ
ることを意図していた。 
 
 
２．研究の目的 
 
以上の背景に基づき、本研究（刑罰政策における公衆の意識構造についての実証的研究：「民

意」をどのようにつかまえるべきか）では、上記「松澤基盤研究（B）2016」の結果（そこでは、
「対象となる犯罪についての情報が増えれば、また、犯罪者との距離が縮まれば、その犯罪・犯
罪者に対して用いたいとする刑罰量は減少する」ことが明らかにされた）を受けて、このことに
ついて、さらに詳細なウェブ調査、フォーカス・グループ調査の手法を用いて、実証的に明らか
にすることとした。 
そうすることで、人々は刑罰をどのように使いたいと考えているのか、さらにいえば、それ（刑

罰政策にかかわる「民意」）をどのようにしてつかまえるべきかについて検討することを、本研
究の目的・課題として、設定した。 
 
 
３．研究の方法 
  
 我々は、ウェブ調査とフォーカス・グループ調査について、2022 年春及び秋に、以下の方法
で実施した。 
 
ア）ウェブ調査 
 
 ウェブ調査の内容は大きく２つに分かれる。１つは、前述の①に対応するもので、一般的な質
問で犯罪への対応に関する意見を尋ねた。 
 質問は以下のとおりである。 
 Q1：犯罪者は長期間刑務所に入れておくべきだという意見に、あなたは賛成ですか。 
 Q2：犯罪者は今よりも重く処罰されるべきだという意見に、あなたは賛成ですか。 
 Q3：覚せい剤を使用した者は治療施設よりも刑務所に入れるべきだという意見に、あなたは賛
成ですか。 
 Q4：あなたは、死刑制度に賛成ですか。 
 回答はいずれも５件法（賛成である、どちらかといえば賛成である、どちらともいえない、ど
ちらかといえば反対である、反対である）で求めた。 
 加えて、分析のために、権威主義的傾向を測るための質問と裁判所への信頼の程度を尋ねる質
問を行っている。 
 なお、回答者は半数ずつ２群に分けて、一方には上の質問から回答してもらい、他方には次に
述べる犯罪事例についての質問に回答してもらったあとで上の質問に回答してもらった（すな
わち、「犯罪事例についての質問があと」と「犯罪事例についての質問がさき」の２群である）。 
 もう１つは、前述の②に対応するもので、文章化した具体的な犯罪事例を読んでもらい、そこ
に登場する被告人にふさわしい刑罰（量刑）を尋ねた。事例は４種類あり、横領の事例、強制性
交未遂の事例、薬物使用の事例、強盗の事例である。 



 それぞれの事例につき、以下のように、３つの異なる視点から量刑を尋ねた。 
 １）裁判所ではどのような刑罰になると思いますか。 
 ２）あなた自身はどのような刑罰がふさわしいと思いますか。 
 ３）世間の人々はどのような刑罰がふさわしいと考えていると思いますか。 
 回答の選択肢は次のとおりであり（罰金、執行猶予、保護観察付き執行猶予、１年未満の懲役、
１年〜２年未満の懲役、２年〜３年未満の懲役、３年〜４年未満の懲役、４年〜５年未満の懲役、
５年〜６年未満の懲役、６年〜７年未満の懲役、７年〜８年未満の懲役、８年〜９年未満の懲役、
９年〜10 年未満の懲役、10 年以上の懲役）、このなかから１つを選択してもらった。 
 なお、実際に各回答者に提示されたのは４つの事例のうちいずれか２つである。 
 
イ）フォーカス・グループ調査 
 
 フォーカス・グループ調査は、調査協力者に都内某所に集まってもらい対面で行った。ここで
は、グループごとに、１つの事例について、異なる３時点で、回答者がそこに登場する被告人に
ふさわしいと思う刑罰（量刑）を尋ねた。すなわち、最初に、Ⓐ文章化した具体的な犯罪事例を
読んでもらったあとで、次に、Ⓑそれと同じ事例をもとに作成した模擬裁判の映像を見てもらっ
たあとで、最後に、Ⓒ刑罰についての情報を提供しながら、グループ参加者間で当該犯罪や刑罰
について議論してもらったあとで、量刑を尋ねた。 
 刑罰についての議論は、懲役、執行猶予、保護観察付き執行猶予、罰金の順で、それぞれの内
容について専門家が簡潔に説明する映像を見てもらい、これに続いて、㋐犯罪をした人にこれら
を課すことの一般的なメリット、㋑犯罪をした人にこれらを課すことの一般的なデメリット、㋒
この被告人にこれらを課すことのメリット、㋓この被告人にこれらを課すことのデメリットに
ついて考えてもらうという順で行った。そのさいには、適宜、刑罰に関する必要な情報をモデレ
ーターから補足してもらった*。なお、議論といっても、参加者同士で互いに議論するのではな
く、それぞれに考えていることを発言してもらい、それを互いに聞きあうというものである。そ
うすることで、刑罰を多角的に検討してもらい、その理解を深めてもらうことがここでの目的で
ある。 
モデレーターを用いたのは、現場にわれわれ調査者がいることの影響（たとえば、調査協力者

がわれわれの意図を汲んで期待される回答（その逆もある）をしようとすること）を避けるため
である。なお、同一のモデレーターがすべての調査を担当した。モデレーターには手順を示した
進行表をわたし、それにしたがって調査を進めてもらった。 
 
 
４．研究成果 
 
上記調査の具体的な結果（具体的な数値・データ分析）については、松原英世＝岡邉健＝松澤

伸「人びとの刑罰意識について考える」（2023 年、甲南法学 63巻 3＝4号 33-58 頁）を参照いた
だきたい。ここでは、この調査から得られたデータをもとにした考察をその成果として示すこと
とする。 
われわれの調査では、対象となる犯罪についての情報が増えることで／犯罪者との距離が縮

まることで、犯罪・犯罪者に対して用いたいとする刑罰量が減少することが、あらためて確認さ
れたということができるだろう。 
「民意」は刑事立法の根拠となりうるか。それがいわゆる「世論調査」によって導かれる「民

意」ならば、われわれの答えは「否」である。われわれの調査で明らかになったことは、異なる
測り方をすれば異なる「民意」がみえてくるということであった。マスメディアによって実施さ
れる調査では、おうおうにして一般的で単純な質問が用いられるが、それによってえられるのは、
犯罪に関する人びとの抽象的な反応にすぎない。そのようなものをどれだけ集めても、具体的な
事件について人びとがどのような対応を望むのかは明らかにならないだろう。換言すれば、そう
した手段では、しかるべき「民意」をつかまえられないということである。さらにいえば、適切
な判断をするためには、十分な情報が必要である。そうした情報を欠いたままに人びとに意見を
求めても、犯罪対策に関する意味のある回答はえられないだろう。しかるべき「民意」をつかま
えるためには、それなりの工夫が必要となる。その方法をも示した点で、本研究には、他の研究
にない独自性と成果があるものということができるだろう。 
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